
 

 

四国税理士会 税務研究所 

第 2 回研究発表会 当日配布資料 

                                           

 

「 こ れ か ら の 申 告 納 税 制 度 に お け る 税 理 士 の 役 割 」 

 

 

 

 

 

 

2026 年 11 月 10 日（火）13:00～16:00（予定）           

四国税理士会館 3 階 

 

                                                



      

 

 

第 2 回 研 究 発 表 会 

 

「これからの申告納税制度における税理士の役割」 

 

 

 

Ⅰ 「研究の背景と問題の所在」（青木 丈 税務研究所顧問） ................. 1 

 

Ⅱ 仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」 

（田坂 有祐 研究員（今治支部）） ................................................................. 10 

 

Ⅱ 仮説②「税理士には、申告納税制度を円滑に進めるための制度

設計に関与する権利ある（建議権（税理士法第 49 条の 11）の

発展）」（佐々木 一成 研究員（丸亀支部）） ......................................... 19 

 

 



-1-



 

 

 

 

 

-2-



 

‒

 

 
 

 

 
 

 

-3-



国名 名称 制定年（注１） 性格（注２）
カナダ 納税者権利憲章 1985年 公文書
ニュージーランド 納税者憲章 1986年 公文書
イギリス 納税者憲章 1986年 公文書

①納税者憲章 ①2005年 ①公文書
②調査を受ける納税者の権利と義務に関する
憲章

②1987年 ②公文書

アメリカ 納税者としてのあなたの権利 1988年 公文書
アイルランド 納税者憲章 1989年 公文書
スウェーデン 納税者権利憲章 1996年 公文書
オーストラリア 納税者憲章 1997年 公文書
韓国 納税者権利憲章 1997年 公文書
トルコ 納税者権利宣言 2005年 公文書
オーストリア 納税者憲章 2008年 公文書
スペイン 納税者権利保障法 1998年 法律
イタリア 納税者権利法 2000年 法律
ドイツ なし － －
日本 なし － －

フランス

OECD加盟国（主な国）の納税者権利憲章の制定状況

（注１） 制定年とは、各国において最初に納税者憲章が制定された年であり、上記に示した納
税者憲章が制定された年ではない場合がある。
（注２） 公文書とは、課税当局発表のもので、納税者の権利等をわかりやすくまとめた声明文あ
るいは法律において規定している納税者の権利を平易にまとめた公式文書をいう。

出典：税制調査会専門家委員会(H22.7.9)資料を基に作成
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これにより、将来的には、納税者権利憲章の策定等が再度、税制改正
の俎上に載る余地があると期待されました。そして、その際には、平成23
年度税制改正法案として閣議決定された条文案が参考とされることになる
でしょう。

平成23年改正法附則106条の「引き続き検討」から14年。国会の附帯
決議において、納税者権利憲章の策定が改めて明記されました。四国税理
士会の意見書における「復活」とも軌を一にする動きといえるでしょう。
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本当に納税者特有の権利は無いのか？
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申告は「義務」であると同時に、自ら税額を確定させる「権能」でも
ある――義務であることと権利であることは、両立し得るのです。
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納税者の申告を尊重し、それを覆す側に調査・手続と説明を求める
――ここに、納税者の「権利」の実質を見ることができるのではないで
しょうか。
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仮説①
「納税者には、適正な申告を

する権利がある。」

1

仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

税理士の業務と言えば…
「税務代理」

「税務書類の作成」
「税務相談」

国民には
納税の義務がある

納税者には、適正な申告をする
権利があるのではないか？

2
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年表
仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

3

昭和22年

申告納税制度
導入

昭和21年

日本国憲法

昭和24年

シャウプ勧告

昭和25年

シャウプ税制

昭和26年

税理士法

憲法第30条〔納税の義務〕
「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務
を負ふ。」

憲法第84条〔課税〕
「あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更する
には、法律又は法律の定める条件によることを必要
とする。」

民主主義的
租税観

憲法第31条〔法定の手続の保障〕
「何人も、法律の定める手続によらなければ、その
生命若しくは自由を奪はれ、又はその他の刑罰を科
せられない。」

憲法前文第1項
「…ここに主権が国民に存することを宣言し、…」
第1条
「…主権の存する日本国民…」

日本国憲法ー昭和21年公布、昭和22年施行

仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

4

納税の義務

租税法律主義

国民主権

適正手続
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年表
仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

5

昭和22年

申告納税制度
導入

昭和21年

日本国憲法

昭和24年

シャウプ勧告

昭和25年

シャウプ税制

昭和26年

税理士法

シャウプ勧告ー昭和24年

仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

6

青色申告制度

 公平・民主的で、自主的な納税を基礎とする税制

申告納税制度

附帯税制度 不服申立制度
納税者の
代理人

etc.
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年表
仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

7

昭和22年

申告納税制度
導入

昭和21年

日本国憲法

昭和24年

シャウプ勧告

昭和25年

シャウプ税制

昭和26年

税理士法

税制改正ー昭和25年

●申告納税制度
 納税者自らが所得や税額を計算し、自ら申告して納税する制度

仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

8

～昭和22年 申告納税制度導入（直接税）～

・賦課課税方式からの転換

・戦後の混乱

・制度理解不足

定着せず…
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青色申告制度を創設その基礎となる記帳（複式簿記）の普及

納税者が自ら適正に申告できる環境を整えることが重要

税制改正ー昭和25年

●青色申告制度
 納税者が一定水準の帳簿を備え付け、正確な記帳に基づいて申

告することを条件に、税制上の特典を与える制度

仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

9

申告納税制度の定着には

そのために必要なこと インセンティブとして

税制改正ー昭和25年

●附帯税制度の整備
 附帯税は「罰する制度」から「申告納税制度を支える制度」へ

仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

10

………

自主的な修正申告

過少申告加算税を
課さない

自主的な是正を促す

インセンティブの例附帯税制度の整備

「過度な処罰」ではなく

適正な申告・納付を促す
仕組み

申告納税制度を支える

シャウプ税制以前

期限後納付

税額25％の罰則

滞納問題を悪化

シャウプ
勧告
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税制改正ー昭和25年

●不服申立制度（申告納税制度の流れ）

仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

11

納税者による申告
期限内申告
期限後申告
修正申告

税務署⾧の処分
更正・決定など

国税不服申立手続
再調査の請求
審査請求など

租税訴訟手続
裁判所で争う

税
理
士
の
役
割

申告・調査段階
適正な申告を支援

不服申立段階
専門知識をもって

納税者の権利救済を支援

訴訟段階
補佐人制度(H13改正)

税務の専門家として陳述

制
度
の
流
れ

税理士＝「申告」から「権利救済」まで納税者を支える専門家

年表
仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

12

昭和22年

申告納税制度
導入

昭和21年

日本国憲法

昭和24年

シャウプ勧告

昭和25年

シャウプ税制

昭和26年

税理士法
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税理士法ー昭和26年制定

 税理士法第1条（税理士の職責）…制定当時

「税理士は、中正な立場において、納税義務者の信頼にこたえ、

仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

13

租税に関する法令に規定された納税義務を適正に実現し ､納税に

関する道義を高めるように努力しなければならない。」

税理士法ー昭和26年制定

 税理士法第1条

仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

14

え、租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現を図る

ことを使命とする。」

､納税義務者の信頼にこたおいて､ 申告納税制度の理念にそつて

「税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場に

（税理士の使命）…昭和55年改正
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仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

15

憲法

国民主権

シャウプ勧告

申告納税制度

青色申告制度
附帯税制度
不服申立制度

税理士法

納税の義務 適正手続租税法律主義

「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

申告納税制度に
「ビルトイン」
された存在

理念と現状からみた今後の改革
仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

16

申告納税制度の理念
納税者自らが所得・税額を計算し

自ら申告・納税する

現 状
多くの給与所得者は

年末調整で納税手続が完結

適正な申告 簡便・効率的

「記入済み申告書」
行政が所得情報等を事前に反映 納税者が確認・修正して申告
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制度設計への関与適正な申告の支援

仮説①「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

17

制度改革と併せて議論される「給付付き税額控除」

NEXT：次の仮説で検討

「納税者には、適正な申告をする権利がある。」

税理士の役割
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仮説②

「税理士には、申告納税制度を円滑に進め
るための制度設計に関与する権利がある
（建議権（税理士法49条の11）の発展）」

～なぜ「社会保障国民会議」のメンバーに税理士がいないのか？～

1

2

仮説②

申告納税制度 税理士会の建議権
社会保障国民会議

での議論

申告納税制度はきちんと機能するのか
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3

「申告納税制度を円滑に機能させるためには、
制度を作る側と制度を実際に運用する側との間に

どのような関係が必要か」

制度として
どうあるべきか

手続を納税者は理解できるのか

確認作業を誰がするのか

税

理

士

情報は誰が持っているのか

この制度は実際に使えるのか

・税理士の原点は「申告納税制度」

税理士税理士

計算計算

申告申告納付・還付納付・還付

納税者納税者

申告納税制度 納税者が主体として
自身の所得や税額を計算し、申告・納付

税制の複雑化によって納税者のみでの所得や税額の計算は難しい．．．

4

申告納税制度

「税理士は申告納税制度に
ビルトインされた存在である」
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・建議権について

5

税理士法49条の11
「税理士会は、税務行政その他租税又は税理士に関する制度について、
権限のある官公署に建議し、又はその諮問に答申することができる」

税

理

士

会

官

公

署

建 議

諮 問

・建議権について

6

〇日税連・業務１課
「理事会の提示事項において議題を確認した限りでは答申の実績はない」

〇四国税理士会
「官公署に対して答申した実績はない」

申告期限に関する
勉強会

法人版事業承継税制に
ついての勉強会

関係省庁の
委員会に関与
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・建議権について

7

税理士法49条の11

税理士会から官公署に対して意見を述べるための権利

税理士の専門的な知見を、制度を担う側との間でやり取りするための制度的な仕組み

・社会保障国民会議における議論

8

令和8年7月29日
・社会保障国民会議 中間とりまとめ

令和8年8月5日
・「給付付き税額控除」の制度導入の基本方針 閣議決定

令和8年9月15日

・「飲食料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減
支援金の導入に関する大綱」 閣議決定

令和8年10月9日

・「租税及び社会保険料による負担の軽減のための飲食料品に係る消費税率の臨時
的な引下げ及び就業者負担軽減支援金の支給に関する法律案」 国会提出
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9

政策効果の面

実務執行の面

具体的な実務
上の影響

・社会保障国民会議における議論

10

「ヒアリング」＝「諮問・答申」ではないが．．．

「諮問・答申」に近い形で
税理士の知見が求められた一例
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・社会保障国民会議における議論

11

令和９年４月～

• 飲食料品に係る消費税率の引下げ
• ８％ → １％

令和９年４月～

• 飲食料品に係る消費税１％相当分の範囲内で
「就業者負担軽減支援金」の先行導入

令和11年４月～

• 飲食料品に係る消費税率の引上げ
• １％ → ８％
• 「就業者負担軽減支援金」の本格導入

大綱：「就業者負担軽減支援金」は、
給付付き税額控除を導入する第一歩

・社会保障国民会議における議論

12

制度設計の段階から税理士が関与する意味

・「就業者負担軽減支援金」 ・「飲食料品に係る消費税率の引下げ」
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・就業者負担軽減支援金

13

所得をどう
把握するのか

「就業者負担軽減支援金」

本当に
把握できるのか

≠
制度設計上の所得 実務上の所得

この距離を
税理士が繋ぐことが
できるのではないか

・就業者負担軽減支援金

14

◎申告納税制度へ与える大きな変化◎

支援金の算定基礎を把握するために、
確定申告書や源泉徴収票、給与支払報告書などの様式変更も検討

◎税理士の役割◎

＋申告の正確性 給付の適正さ

「給付付き税額控除で申告納税制度はどうなるのか」
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・飲食料品に係る消費税率の引下げ

15

◎改正内容◎

期 間：令和９年４月１日～令和１１年３月３１日
対 象：軽減税率の対象となっている飲食料品の税率
税 率：１％（国税0.78％・地方消費税0.22％）

「飲食料品に係る消費税率の引下げ」

制度として円滑に
実施できるのか

・飲食料品に係る消費税率の引下げ

16

「消費税率を８％から１％に」

レジの設定や会計
ソフトの変更

請求書や納品書・
価格表示の変更 過去の取引との

区分の確認

税率差の拡大
2⇒9ポイント

区分誤りの
影響は大きい
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・飲食料品に係る消費税率の引下げ

17

「消費税率を８％から１％に」

制度設計者が考える
「税率変更」 実 務 上 の

「税 率 変 更」この距離を
税理士が繋ぐことが
できるのではないか

・「申告納税制度」と「消費税」

18

◎免税事業者である農業者や漁業者

800万円

課税売上げ

500万円

課税仕入れ

8万円

売上げに係る
消費税額

50万円

仕入れに係る
消費税額

税 率 1 ％

税 率 10 ％

４２万円
の還付
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・「申告納税制度」と「消費税」

19

◎還付を受けるための条件

原

則

課

税
簡
易
課
税
の
事
業
者

免
税
事
業
者

簡易課税制度
選択不適用届出書

課税事業者選択
届出書

原則課税者の増加

・「申告納税制度」と「消費税」

20

１．原則課税で申告する事業者が一気に増える

○仕入税額控除を受けるためには、帳簿やインボイスの保存などが要件。

○申告納税制度において、
原則課税の経験がない免税事業者や簡易課税の事業者の負担が増大。

○免税事業者という制度や簡易課税という制度の趣旨との矛盾。
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・「申告納税制度」と「消費税」

21

２．申告の中身が「納税」から「還付の請求」へ

○申告納税制度は、本来、納税者が自ら税額を確定させて納める仕組み。
今回の措置で還付申告が増大することが予想される。

○還付申告について、税務署の審査が慎重になれば還付までは時間が掛かる。
還付を待つまでの間、資金繰りへの懸念。

・「申告納税制度」と「消費税」

22

３． ２年後の措置は…

○課税事業者を継続するのか。簡易課税をやめるのか。
設備投資をいつ行うのか。２年後はどうするのか。

○判断を事業者だけで適切に行うことは、簡単ではない。
税理士が納税者を支えなければならない場面。

○7ポイントもの税率引上げは過去に例がない。
本当に実現可能なのか？
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・「申告納税制度」と「消費税」

23

「消費税率を８％から１％に」

申告する
事業者の数 申告の方法帳簿作成など

の負担

税務署の
審査体制 事業者の選択

申告納税制度そのものの設計の問題

・二つの施策から見えてくること

24

「所得をどう把握するのか」

就業者負担軽減支援金

「税率変更を現場でどう対応するのか」

飲食料品の消費税率引下げ

制度を作る段階で「制度設計者」と「実務」の距離を
できるだけ小さくしておくことが重要

現場を知る専門家がその設計段階から
議論に加わることが必要
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・税理士は制度設計に何を提供できるか

25

二．納税者がどこで困るのかという視点

三．制度と制度の間で生じる問題の視点

四．納税者の適正な権利を守る視点

一．制度が実際に運用できるのかという視点

制度が完成してからではなく
制度が完成する前に

・税理士の「権利」とは何か

26

「税理士には、申告納税制度を円滑に
進めるための制度設計に関与する権利がある」

あらゆる制度設計の場に
参加する法的権利がある

税理士の専門的知見を
制度設計に活用することには

制度的な根拠がある
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仮説②

「税理士には、申告納税制度を円滑に進め
るための制度設計に関与する権利がある
（建議権（税理士法49条の11）の発展）」

～なぜ「社会保障国民会議」のメンバーに税理士がいないのか？～

27

・おわりに

28

「制度を作る側から見た制度」と「現場で動かす制度」の間には距離がある。

制度を作る段階から、税理士の知見を制度設計に組み込んでいく。

税理士会から意見を
届けること

制度を作る側から税理士会
に意見を求めてもらい、

それに答えること
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・おわりに

29

☛ 税理士会の建議・答申を制度設計でどう実質化するか？
（常設の協議の場、パブリックコメントの活用など）

☛ 個々の税理士の現場の知見を、さらに税理士会に集約するには？

☛ 給付付き税額控除の本格導入に対し、税理士会として何を提言すべきか

・おわりに

30

税理士税理士

計算計算

申告申告納付・還付納付・還付

納税者納税者

申告納税制度

税理士税理士

立案立案官公署官公署

制度設計

「申告納税制度にビルトインされた税理士の知見を制度設計にもビルトインする」
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アンケートのお願い 

この度は四国税理士会税務研究所第 2 回研究発表会にご参加いただきまして誠に

ありがとうございます。お手数をおかけしますが、下記 QR コードを読み取っていただ

き、アンケートにご協力いただけますと幸いです。何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

 

【アンケート QR コード】 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。 
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